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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究は、大規模河川流域を対象にした水田に施用される農薬の流出現象を詳細に調査
し、環境中に放出される農薬を特定し、農薬の流出傾向から、環境への負荷を抑制する方
法を提案することを目的としている。 
既往の研究では農薬の水環境への影響として、どのような状況下で流出しやすいのか、
流出する時期はどの期間なのか、流出することでどのような影響が考えられるかを観測値
から評価することや、GIS を用いた流出シミュレーションを行うことにより調査されてき
た。特に、農薬が水環境に流出する報告が多く出された 1980年代後半より水環境研究の主
要なトレンドとなり、1990 年代や 2000 年代前半まではゴルフ場からの農薬流出などが高
い話題性を持って研究されていた。しかし近年では環境ホルモンや医薬品、有機フッ素化
合物などの微量化学物質による水源汚染が注目されはじめ、農薬に注がれる視線は昔ほど
ではなくなった。しかしながら、現在でも農薬は依然として流出しており、水質管理上の
重要な項目であることに間違いない。また、農薬による水環境汚染の形態が、非特定汚染
源であることから、これまでの水環境における農薬流出を取り扱った多くの研究は、流域
面積規模 200km2以下の中小規模流域河川を対象としていた。既往の研究結果より水田内に
散布した農薬の変化や、水田から流出する農薬の濃度や負荷量はどの程度になるか、さら
に水田から河川に流入する場合の農薬の変化などについては詳細な調査結果が示されてい
る。このように、中小規模流域河川を対象とした研究は多く実施されているが、広大な流
域規模を対象とした農薬流出についての研究結果はあまり示されていない。 
前述の理由から、本研究では、既往の研究で現在までほとんど明らかにされることの無
かった、流域面積が 1000km2を超える大規模流域河川を対象に、自治体等で実施されてい
る公共用水域調査の最大 10倍になる高頻度調査を実施している。高頻度調査を実施するこ
とにより、農薬流出の季節変化や、時系列的な農薬使用のトレンド、流域内にて散布され
た農薬がどの程度流出するか、などが解析できる。このような定期的高頻度調査による研
究は、農薬流出について前例がなく、農薬の流出負荷源対策を図る上で貴重な事例になる
と考えている。 
本研究では調査河川と調査概要についての説明と分析方法の説明を第 2 章と第 3 章に示
している。調査結果と得られた結果を基に、詳細な解析を行った結果を第 4章から 11章ま
でに示している。以下に各章の概要を説明する。 
第 2章では、大規模流域を対象とした農薬流出調査の概要で 2001年から 2012年までに
調査した河川流域の特性と、調査期間や調査頻度などについて示している。また、農薬の
流出を左右する大きな要因となる、調査河川の流量と流域内降水量についても示している。 
第 3章では、農薬の調査を実施するにあたり、調査方法と農薬の分析方法を示している。
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農薬の分析は、一般水質の研究と比較し、分析の精度や試料水の調整など注意深く対応す
る必要がある。また、農薬の分析においても、様々な要因から、検出状況が異なるため、
分析条件を示している。さらに、測定対象の農薬についての基本物性値を文献調査しその
結果を示している。 
第 4 章には調査を行った河川ごとの農薬流出特性を示している。はじめに、淀川での農
薬濃度変化特性では、上流三河川の農薬流出変化特性の影響が大きく、農薬は調査地点の
淀川新橋に至るまでに混合され、濃度が平均化されることを示している。また、農薬負荷
量変化特性では、淀川流量の約 70%を宇治川が占めるため、宇治川の流量増大時に負荷量
が大きく変動することを示している。さらに、流出する農薬成分には季節変化パターンが
見られる。代表的な農薬では、除草剤のブロモブチドでは 5 月上旬から 7 月中旬に、殺菌
剤のピロキロンは 6月中旬から 8月上旬にかけ流出している。 
次に、淀川上流域の農薬流出特性では、淀川に合流する前の桂川・宇治川・木津川それ
ぞれで調査を行った結果を示している。調査河川ごとに河川特性があり、農薬の流出濃度
においては、桂川か木津川のいずれかで濃度が高い傾向が見られる。一方、農薬の流出負
荷量は宇治川が高くなる傾向が見られる。また、前述の淀川での調査よりも合流する前の
調査になるため、各河川の淀川に及ぼす影響を詳細に捉えている。 
さらに、淀川流域内の中小規模河川での農薬流出特性では、枚方市や高槻市を流れ淀川
に合流する穂谷川・天野川・芥川で、大規模河川に対する中小規模河川の農薬の流出特性
の違いを示している。中小規模河川は大規模河川に比べ、流量の変動が大きく、少量の降
雨でも流量が変化することは珍しくない。また、農薬の流出傾向も、流域が小さいため、
長期間にわたっての農薬の流出は見られなかった。また、農薬の濃度変化では、大規模河
川と比較して流出する濃度が大きく、流量変動が激しいため、流出負荷量の変化も大きい
傾向を示している。 
最後に淀川での出水時高頻度調査による農薬の流出特性では、農薬は出水時に集中的に
流出する傾向にあり、特に、流量変化が始まるところで流出する農薬の濃度が上昇し始め、
流量のピーク至る前に濃度は低下する傾向が多く見られる。前述の原因は、流域内に存在
する農薬の量は有限であり、一度流出すると、人為的に散布しない限り流出することは無
くなってしまうためである。また、出水時には淀川は合流する上流三河川や中小規模の河
川の影響も大きく受けていると推測される結果も見られる。 
 第 5章では、淀川流域での農薬流出時期を解析している。淀川流域内の農薬流出時期は、
除草剤が 6 月中旬から 7 月上旬、殺菌剤が 7 月下旬から 9 月上旬に、施用された農薬が流
出していることを示している。同じ淀川流域でも、流出する農薬の時期は異なり、流域毎
で流出時期を的確に把握し、流出源対策を施す必要があることを示している。 
 第 6 章では、淀川流域での平水時と出水時における農薬総流出負荷量の比率比較を行っ
た。結果から、淀川流域での農薬流出比率は出水状態に大半の農薬流出が発生しており、
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農薬の流出はそのほとんどが、出水状態に伴って発生していることを示している。従って、
平水状態よりも出水時の流出負荷源対策を行うことが流域内の農薬流出量を削減するため
に必要な対策となることを示唆している。 
第 7 章では、調査河川での農薬流出率を解析した。大規模河川の農薬流出率調査はこれ
までほとんど前例がなく、新たな算出方法を提案している。具体的には、農薬の出荷量を
都道府県ごとに抜き出し、各都道府県での流域面積比率から農薬出荷量を比例分配調整し
て農薬の施用量とした。また、各河川で農薬がどの程度流出しているかは調査結果より河
川ごとに総流出負荷量を求め、流出量とした。河川流域特性や農薬の流出特性により流出
率は異なったが、ほとんどの農薬で流出率は 10%以内に納まった。さらに水田面積当たり
でどの程度の農薬が流出しているかも明らかになり、農薬の流出対策を行う上で重要な調
査解析結果となっている。 
第 8 章では、調査頻度による農薬流出負荷量の差違として、農薬の流出量を調査する上
で必要な調査精度について解析を行っている。本研究では公共用水域調査で行われている
30 日に 1度という調査頻度と比較し、高頻度調査を実施することによる効果と、流出負荷
量を算出した場合の違いを明らかにしている。今回実施している高頻度調査の結果を起点
として、調査間隔を広げた場合、流出負荷量は大きく変動し、大規模河川でも精度のある
流出負荷量の推定は、高頻度調査が必要であると推測できた。特に調査間隔を 30日間隔に
設定した場合、3日間隔の調査頻度では流出負荷量が得られているにもかかわらず流出して
いない状態となるケースも存在している。農薬の流出特性を見極めるうえで、調査頻度の
設定が重要だということを示している。 
第 9 章では、淀川上流域と淀川での農薬の物質収支について解析を行っている。解析結
果から淀川に合流する前の農薬流出負荷量と、合流後の農薬の流出負荷量はほぼ同じにな
り、淀川における農薬の負荷量は、合流後流入する中小規模流域河川からの影響はほとん
どないと推測することができる。したがって、淀川における農薬の流出負荷量は、合流す
るまでの桂川・宇治川・木津川によってほとんどが支配されていることが明らかとなって
いる。 
第 10章では、農薬の流出負荷量と流域面積ならびに流域内の水田面積についての関係を
明らかにしている。解析結果より、農薬の流出負荷量は流域面積と流域内の水田面積につ
いて正比例の関係にあることが明らかとなっている。すなわち、流域面積や流域内の水田
面積が大きくなると、当然ながら流出する農薬の流出負荷量も大きくなっている。 
第 11 章では、農薬の水道水質基準の DI 値を中心に、調査河川ごとの基準に適合するか
否かの評価を行っている。結果から、農薬の全成分に対し検出回数が多い 3 種類との比較
を行ったところ、様々な農薬が流出する 5月から 8月以降では 3種類農薬の水質基準の DI
値に対する比率がほとんどを占める。したがって、水質基準を算定評価する上で 3 種類の
農薬が占める割合が大きく、特に長期間にわたり水質基準に影響していることを示してい
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る。 
このような詳細な調査結果を基に、長期間にわたり淀川流域内の農薬流出調査を研究し、
その結果と解析結果を基に、流域内の農薬流出を抑制するためにはどのように流域を管理
すれば良いかを提案している。提案内容は、①『農薬散布時期を集中させない。』、②『農
薬散布後に降雨がないタイミングで農薬を散布する。』、③『水田の水管理を適切に行い、
水環境中に流出しにくい環境を作る。』、④『半減期の短い農薬を使用し、環境負荷低減を
図る。』である。 
本研究では、大規模流域河川を対象とした高頻度の農薬流出調査と解析結果を示してお
り、導かれた結果より 4つの提案をし、結論として示している。 
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
近年の河川の微量化学物質汚染では，有機フッ素化合物やヒトが飲用する医薬品の流出
が注目されているが，水田施用農薬の流出は続いており，濃度・負荷量ともに河川水質へ
の影響は依然として大きい。しかも，農薬流出の調査や研究は，水田地帯近くの小規模な
農耕地河川を対象にした研究がほとんどである。水道原水や工業用水・潅漑用水の取水の
ような水利用の多い大規模流域河川での農薬流出の調査研究は，これまでほとんど行われ
てこなかった。 
本研究は，上記のような研究背景の中で，小規模な流域の河川と大規模な流域の河川の
両者を対象として，淀川水系という 1 つの地理的ゾーンを対象とした農薬の流出特性を明
らかにした研究である。また，水田施用農薬を対象とした研究であり，河川や閉鎖性水域
の水質汚濁問題の中では，非特定汚染源，すなわち，面源汚濁負荷の流出特性の高頻度の
フィールド調査に基づいた研究でもある。 
学位申請者の研究は，大きくは 5つに分けられる。1つ目は，小規模流域河川の天野川･
穂谷川･芥川と大規模流域河川の桂川･宇治川･木津川･淀川についての，農薬の濃度や負荷
量の流出特性の違いの比較である。農薬流出の検出頻度や濃度変動の統計解析結果の相違
を明らかにしている。 
さらに，降雨を介して流出する農薬を，晴天時流出と降雨に伴う出水地流出に分けて，
負荷量の流出比率で明示して，ほとんどの農薬の出水時流出の比率が半分以上を占めるこ
とを明らかにし，農薬が面源負荷の流出であることを示している。 
2つ目は，調査期間の総流出負荷量算定に及ぼす調査頻度の影響についての解析評価であ
る。約 5 ヶ月の灌漑期の 3 日 1 度の定期調査結果による調査期間の総流出負荷量を 100％
として，6 日間隔，9 日間隔，15 日間隔，30 日間隔での調査期間総流出負荷量を台形計算
式で計算した結果，3日間隔に対して，6日や 9日間隔での値は±数十％の差違に留まるが，
15日や 30日間隔では数倍や数分の 1と差違が大きくなることが示されている。 
3つ目は，大規模流域河川での農薬施用量の推定に基づいた調査期間総流出負荷量による
流出率の算定である。頻繁に検出される個々の農薬の流出率が明らかにされた。とくに，
宇治川では，滋賀県のほぼ全域が琵琶湖流域であり，その長期滞留から桂川や木津川より
流出率が低くなることが示されている。 
4つ目は，頻繁に検出される農薬の各河川ごとの調査期間総流出負荷量と，流域面積や水
田面積の関係解析である。流域面積と総流出負荷量は両対数紙上で直線関係が見られた。
水田面積と総流出負荷量の両対数紙上での関係は，琵琶湖集水域内の水田面積を除いて，
琵琶湖からの総流出負荷量を除いた宇治川を淀川にすると，両対数紙上で直線関係が見ら
れ，流域面積や水田面積当たりの調査期間総流出負荷量がほぼ一定の関係が見られること
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が示されている。 
5つ目は，水道水質基準の農薬総合指標の DI値に基づいた桂川･宇治川･木津川･淀川の評
価である。大規模流域河川のため濃度変化が均されて 0.2以下であり，頻繁に検出される 3
農薬がその大半を占めることが明らかにされた。水道原水としては，十分低濃度であるこ
とが示されている。 
本研究は，水道水源として重要な位置を占める淀川や桂川･宇治川･木津川の大規模流域
河川での 3 日に 1 度の高頻度調査に基づいた農薬流出の定量評価が行われている貴重な研
究成果である。 
これら一連の研究は，水利用では重要な淀川や桂川･宇治川･木津川での高頻度の調査に
基づいた研究知見であり，新たな知見をもたらしている。よって本論文は，博士（工学）
の学位論文として十分に価値があるものと認められる。 
